








い（NTTドコモについては京都地判平成 24 年３月 28 日判時 2150 号 60 頁（以
下，①判決と呼ぶ），KDDI については京都地判平成 24 年７月 19 日判時 2158
号 95 頁（以下，②判決と呼ぶ），ソフトバンクモバイルについては京都地判平
























もっとも，NTT ドコモとの訴訟については昨年 12 月に控訴審判決が出され













































































































⑸ 沖野眞巳「『消費者契約法（仮称）』の一検討⑹」NBL657 号 56 頁，山本敬三『消

















大阪高判平成 21 年８月 27 日判時 2062 号 40 頁と大阪高判平成 21 年 10 月 29







⑹ 河上正二ほか「消費者契約法―立法への課題」（1990 年）12 頁以下（河上），94 頁
以下（山本豊），144 頁以下（潮見佳男）。
⑺ 更新料条項の消費者契約法 10 条該当性については，既に多くの研究がなされて
いるが，それらを総括するものとして，河上正二・判例評論 628 号 22 頁。なお，こ

























































































































ゆる学納金返還に関する最高裁判決がある（最判平成 18 年 11 月 27 日民集 60


































































は 50％であるから，割り引いた基本使用料金の平均値は 2160 円であり，中途
解約した者の契約締結から中途解約時までの平均経過月数は 14ヵ月であるか
ら，２年間の定期契約が中途解約されるまでに割り引いた基本使用料の累計額









積割引額は 1748 円×11.59ヵ月＝2万 0259 円となるとし，②については，平成
21 年度における本件定期契約における ARPU（通信事業者の１契約あたりの
１ヵ月の売上げを表す数値）は 5624 円であり，先に述べた解約までの月数と契








的な減収額である 6万 9793円から解約に伴い通信事業者が支出を免れる a）を








































































ものの，いずれも 4000 円を上回り，その平均値が 5014 円であることに照らし，
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⑼ なお，控訴審判決でも，この判断が維持されたが，金額が修正されており，平均基









には，それぞれ事業者に生ずる損害は 4000 円×（24ヵ月−22ヵ月）＝8000 円，















































































































































































































生ずる損害をみた場合に，２ヵ月目で現に解約した顧客は本来 8万 8000 円の
損害を与えているのに，この損害のリスクが定期契約者全体に分散される結果，
実際には 9975 円の解約金の支払いで許されていること，24ヵ月のうち 21ヵ月
目までの解約については，通信事業者に与える損害よりも解約金の額が下回っ













































































































法セミ 549 号７頁，後者の見解を主張するものとしては，山本・前掲注 5・22 頁，中
田邦博「消費者契約法 10 条の意義」法セミ 549 号 39 頁。



























































































































































































12.41ヵ月に基づき，平均的損害を 49640 円と算出し，この金額は解約金 9975
円を上回るため，解約金支払条項を適法と判断したものである。
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